
９ 障害福祉事業 

 

障害福祉事業は、「障害者基本法」に基づき策定した「横浜市障害者プラン」に沿って、障害のある人もな

い人も同じように生活することができるよう、市民・企業・行政などの社会全体による取り組みを推進し、

障害者が自らの意思により地域で自立した生活を送れる社会づくりを推進するために、様々な施策・事業を

行っています。 

平成 18 年 4 月に施行された「障害者自立支援法」により（平成 25 年４月からは「障害者総合支援法」）、

障害福祉サービスの体系が再編されるとともに、定率の利用者負担額制度が導入されるなど、障害福祉施策

を取り巻く環境が変動しています。そのような変化に適切に対応し、支援が必要な障害者の地域生活を支え

る仕組を確立するために、居宅介護や移動支援、相談支援、就労支援、地域生活支援、施設の運営支援等の

充実に努めています。 

 

１ 障害福祉の機関・その他障害福祉関連業務 

 (1) 福祉保健センター 

知的障害者、身体障害者、精神障害者等の相談にあたるとともに、各種支援施策の窓口として福祉サ

ービスの給付の事務を行いました。 

   

ア 相談支援を利用している障害者等の人数               （平成 30 年度：人数） 

 

 
実人員 身体障害 

重症心身 

障害 
知的障害 精神障害 発達障害 

高次脳 

機能障害 
その他 

障害者 50,436 74,247 1,790 48,560 24,347 4,682 580 1,591 

障害児 1,238 1,652 611 8,266 420 2,710 0 4 

計 51,674 75,899 2,401 56,826 24,767 7,392 580 1,595 

  

    イ 支援内容                             （平成 30 年度：件数） 

福祉サービ

スの利用等

に関する支

援 

障害や病

状の理解

に関する

支援 

健康・医療

に関する支

援 

不安の解

消・情緒安

定に関する

支援 

保育・教

育に関す

る支援 

家族関係・ 

人間関係に 

関する支援 

家計・経

済に関す

る支援 

生活技術に

関する支援 

就労に関

する支援 

171,227 12,020 38,992 21,592 4,350 20,115 49,321 60,283 39,295 

                    

社会参加・余暇活動に

関する支援 

権利擁護に 

関する支援 
その他 計 

 

43,034 

 

3,451 

 

16,956 

 

480,636 

 

ウ 精神保健福祉相談・訪問 

精神保健福祉法に基づき、各区福祉保健センターで地域の精神保健福祉に関する相談を受け、心の

病の予防、早期発見、治療への導入、社会復帰を目的とした相談や訪問を行いました。 

                  （平成 30 年度：件数） 

 
相談 訪問 

年間実件数 延件数 年間実件数 延件数 

計 16,235 82,848 3,349 6,856 
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(2) 障害者更生相談所 

身体障害者福祉法に基づく身体障害者更生相談所及び知的障害者福祉法に基づく知的障害者更生相談

所の機能を有し、主に 18 歳以上の身体障害者・知的障害者を対象として、次の事業を行いました。 

 

ア 主要業務 

(ｱ) 義肢や補聴器など補装具の要否・適合判定 

(ｲ) 自立支援医療（更生医療）の判定 

(ｳ) 療育手帳（愛の手帳）の判定 

(ｴ) 身体障害者・知的障害者の医学的判定、心理学的判定、職業能力・適性判定 

 

イ 来所者数（平成 30 年度） 

区分 
０～

６歳 
７～ 

17歳 
18～ 

64歳 
65歳

以上 
計 

人数 464 627 4,016 1,967 7,074 

 

ウ 相談件数（平成 30 年度） 

 身障 

手帳 

療育 

手帳 
補装具 

療育 

相談 

更生 

医療 

総合 

判定 
その他 計 

件数 12 1,023 2,068 684 1,115 40 1,334 6,276 

比率 0.2 16.3 32.9 10.9 17.8 0.6 21.3 100.0 

 

エ 判定件数（平成 30 年度） 

 療育 

手帳 
補装具 

更生 

医療 

総合 

判定 
計 

件数 1,018 2,889 1,141 40 5,088 

 

  (3) こころの健康相談センター 

    精神保健福祉法に基づく、こころの健康の保持増進や精神障害者の福祉の増進を図るための専門機関

として、次の事業を行いました。 

 

  ア 主要業務 

   (ｱ) こころの健康相談 

   (ｲ) こころの健康や精神障害に関する普及啓発 

   (ｳ) 精神保健福祉に関する研修の実施 

   (ｴ) 精神保健福祉法に基づく審査判定業務 

   (ｵ) 精神科救急医療対策事業 

(ｶ)  措置入院者の退院後支援事業 

   (ｷ) 自殺対策事業 

(ｸ)  依存症対策事業 

   

イ こころの健康相談等延件数 

年  度 
こころの 

電話相談 

技術支援 人材育成（主催、共催） 人材育成（講師派遣） 

福祉保

健ｾﾝﾀｰ 

その他の

機関 

研修開催

回数 
参加者数 

研修開催

件数 
参加者数 

平成 30 年度 6,836 76 42 14 685 15 1,187 
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ウ 措置入院者の退院後支援事業 

年  度 

退院後支援計画 作成意向確認数  

年  度 
退院後支援計画 

作成件数  
計画作成 

申込有 

計画作成 

申込無  

平成 30 年度 323 170 153 平成 30 年度 136 

 

エ 自殺対策事業 

年  度 

市民向け講演会 人材育成 自死遺族支援 

開催回数 参加者数 
研修会 

開催回数 
参加者数 

ホットライン

相談件数 

遺族の集い 

参加者数 

平成 30 年度 1 136 11 527 55 107 

 

(4) 障害者施策推進協議会 

本市における障害者施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項及び関係行政機関相互の連絡

を要する事項について調査審議を行いました。 

     

(5) 精神保健福祉審議会等の運営 

精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項について審議・報告などを行いました。 

  

２ 障害者手帳 

(1) 身体障害者手帳 

身体に障害のある人から手帳交付の申請がされた場合、障害の程度を法に定められた基準と照らし合

わせ障害の程度を認定し、身体障害者手帳の交付をしています｡ 

対象となるのは、視覚、聴覚・平衡、音声･言語・そしゃく、肢体不自由、心臓、じん臓、呼吸器、ぼ

うこう・直腸・小腸、免疫、肝臓の機能障害です｡ 

障害の程度は、１級を最重度として７級までに分類され、そのうち１級から６級までに手帳が交付さ

れます｡  

本市で身体障害者手帳を所持している人は、平成 31 年 3 月末現在 99,515 人で、市の人口の約 2.65％ 

でした。 

 

(2) 愛の手帳（療育手帳） 

知的障害児（者）に対して一貫した相談・援助を行うとともに、各種の援助制度を利用しやすくする

ために「愛の手帳」を交付しています。平成 31 年 3 月末現在、手帳所持者数は 30,822 人でした。 

 

  

(3) 精神障害者保健福祉手帳 

各種の支援策を講じやすくし、社会復帰及び社会参加の促進を図るため、障害の程度に応じて精神障

害者保健福祉手帳を交付しています。平成 31 年 3 月末現在、手帳所持者数は 36,901 人でした。 
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身体障害者手帳等級別所持者数                （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

            等  級 

 

障   害 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

視 覚 障 害 
 2,110 

    (75) 

 2,052 

   (9) 

   427 

     (6) 

  538 

   (21) 

  995 

    (18) 

   275 

     (2) 

 6,397 

  (131) 

聴覚・平衡機能障害 
   274 

    (3) 

 2,265 

   (155) 

 1,085 

   (59) 

 2,205 

  (32) 

    30 

     (1) 

 2,983 

   (62) 

 8,842 

  (312) 

音 声 言 語 機 能 障 害 
     1 

    (0) 

    89 

     (0) 

   531 

     (3) 

   400 

    (7) 
－ － 

  1,021 

   (10) 

肢 体 不 自 由 
 9,337 

   (662) 

10,650 

  (404) 

 9,338 

   (207) 

 13,977 

   (135) 

 3,426 

    (73) 

 2,165 

    (36) 

 49,893 

 (1,517) 

心 臓 機 能 障 害 
 14,718 

   (110) 

    89 

     (2) 

 1,511 

   (113) 

 1,553 

    (25) 
－ － 

 17,871 

   (250) 

じ ん 臓 機 能 障 害 
 8,851 

    (18) 

     7 

     (0) 

    20 

     (0) 

    28 

     (0) 
－ － 

  8,906 

    (18) 

呼 吸 器 機 能 障 害 
   394 

    (12) 

    28 

     (1) 

  598 

     (4) 

   327 

     (1) 
－  － 

  1,347 

    (18) 

ぼうこう・直腸機能 

障 害 

    13 

     (4) 

    16 

     (2) 

   257 

    (28) 

 4,722 

    (14) 
－ － 

  5,008 

    (48) 

小 腸 機 能 障 害 
    21 

     (3) 

    12 

     (2) 

    16 

     (3) 

    51 

     (3) 
－ － 

   100 

    (11) 

免 疫 機 能 障 害 
    150 

     (0) 

    327 

     (1) 

    221 

     (0) 

   183 

     (0) 
－ － 

   881 

     (1) 

肝 臓 機 能 障 害 
    197 

    (44) 

     26 

     (0) 

     13 

     (0) 

     13 

    (0) 
－ － 

   249 

    (44) 

計 
 36,066 

  (931) 

 15,561 

   (576) 

 14,017 

   (423) 

 23,997 

   (238) 

 4,451 

    (92) 

  5,423 

   (100) 

 99,515 

 (2,360) 

※ （ ）内の数字は 18 歳未満の再掲です。 

 

療育手帳交付状況             （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

等級 

 

障害者 

最 重 度 重  度 中  度 軽  度 合  計 

総 数 5,209 5,140 6,296 12,764 29,409 
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身体障害者手帳所持者数 （区別）                       （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

区  別 人  口 
手 帳 所 持 者 数 

（ )内は児童再掲 

手帳所持者の割合 

（％） 

横 浜 市 3,749,085 99,515(2,360) 2.65 

鶴 見   294,169 7,787(177) 2.64 

神 奈 川   239,136 6,097(120) 2.54 

西   102,096 2,329(44) 2.28 

中   151,696 4,620(95) 3.04 

南  199,770 6,254(121) 3.13 

港 南 215,184 6,114(147) 2.84 

保 土 ケ 谷 204,509 6,084(148) 2.97 

旭 247,653 7,512(167) 3.03 

磯 子 168,178 4,904(96) 2.91 

金 沢 199,122 5,764(112) 2.89 

港 北 347,081 7,320(201) 2.10 

緑 180,887 4,885(125) 2.70 

青 葉 308,420 6,203(221) 2.01 

都 筑 212,026 4,284(147) 2.02 

戸 塚 281,066 7,144(184) 2.54 

栄 120,905 3,391(89) 2.80 

泉 153,370 4,767(94) 3.10 

瀬 谷 123,817 4,056(72) 3.27 

   ※ ( )内の数字は 18 歳未満の再掲 

    ※ 人口は平成 31 年４月１日現在 
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精神障害者保健福祉手帳所持者数       （平成 31 年３月 31 日現在)  

     等級 

  区 
１級 ２級 ３級 合計 

横浜市 3,673 20,731 12,497 36,901 

鶴見 238 1,357 970 2,565 

神奈川 216 1,234 721 2,171 

西 101 472 360 933 

中 233 1,302 841 2,376 

南 249 1,592 1,025 2,866 

港南 233 1,515 800 2,548 

保土ケ谷 207 1,237 793 2,237 

旭 272 1,515 834 2,621 

磯子 165 923 589 1,677 

金沢 170 1,143 613 1,926 

港北 243 1,406 946 2,595 

緑 155 1,004 578 1,737 

青葉 186 1,102 753 2,041 

都筑 114 612 504 1,230 

戸塚 353 1,678 901 2,932 

栄 148 695 386 1,229 

泉 187 940 488 1,615 

瀬谷 203 1,004 395 1,602 

 

福祉保健センター基礎把握数                 （平成 31 年 3 月 31 日現在）（件数） 

症
状
性
を
含
む 

器
質
性
精
神
障
害 

精
神
作
用
物
質
使
用
に
よ
る

精
神
及
び
行
動
の
障
害 

統
合
失
調
症
、
統
合
失
調
症

型
障
害
及
び
妄
想
性
障
害 

気
分
（
感
情
）
障
害 

神
経
症
性
障
害
、
ス
ト
レ
ス

関
連
障
害
及
び
身
体
表
現
性

障
害 

生
理
的
障
害
及
び
身
体
的

要
因
に
関
連
し
た
行
動
症

候
群 

成
人
の
人
格
及
び
行
動
の

障
害 

知
的
障
害
（
精
神
遅
滞
） 

心
理
的
発
達
の
障
害 

小
児
（
児
童
）
期
及
び
青

年
期
に
通
常
発
症
す
る
行

動
及
び
情
緒
の
障
害 

挿
間
性
及
び
発
作
性
障
害 

Ｉ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
不
明 

総
数 

6,433 4,345 21,950 35,300 9,230 745 1,690 901 3,517 2,209 4,296 2,473 93,089 

※この数字は各区福祉保健センターが相談等により把握している人数であり、正確な数字ではありません。

取り扱いについてはご注意をお願いします。  
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３ 相談・指導 

(1) 相談・指導事業 

  身体障害者社会参加訓練  

事  業  名 委 託 団 体 事 業 内 容 

ろ う あ 者 日 曜 教 室 
横浜市障害者社会参加推進

センター 

聴覚障害者の社会生活に必要な知識の習得や情

報提供などの教室 

音声機能障害者発声訓練 

教室 
〃 音声機能障害者のための発声訓練教室 

盲人社会・家庭等生活訓練 〃 
視覚障害者の家庭生活に必要な訓練及び社会生

活に必要な知識を習得するための教室等 

オストメイト健康教室 〃 
人工肛門・人工ぼうこう造設者のための体験懇

談会等 

中途失聴者ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教室 〃 
中途失聴者や難聴者のための手話・読話等を習

得するための教室 

脊髄損傷者ヘルスセミナー 〃 
脊髄損傷者等の日常生活に必要な知機器などを

習得するための講演会等 

腎 不 全 者 料 理 教 室 〃 
人工透析者や家族のための栄養相談及び料理教

室 

補 装 具 着 用 訓 練 事 業 〃 補装具に関する知識の習得や装着訓練 

呼吸器機能障害者生活 

訓 練 教 室 
〃 

呼吸器機能障害者の日常生活の対処法の習得な

どの医療講演会 

脳 性 マ ヒ 者 等 

ふ れ あ い セ ミ ナ ー 
〃 

脳性マヒ者と健常者との交流を図るための研修

会 

中途失明者緊急生活訓練 （ 社 福 ） 横 浜 訓 盲 院 
中途失明者への助言・指導、感覚訓練、点字指

導、歩行訓練等 

 

 (2) 相談員の設置 

ア 身体障害者相談員 

身体障害者の各種相談に応じ、また福祉保健センター等関係機関とのパイプ役となる相談員を身体

障害者の福祉に熱意をもっている人に委嘱しています。 

 

イ 聴覚障害者相談員 

聴覚障害者の各種相談に応じ、関係機関との連絡のもとにその解決を図る相談員を障害者スポーツ

文化センター横浜ラポールに設置しています。 
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ウ 知的障害者相談員 

知的障害者の福祉に関し、家族や当事者等からの相談に応じたり、福祉サービス等について福祉保

健センター等の関係機関との連携にあたる相談員として、知的障害者の福祉に熱意をもっている人に

委嘱しています。 

 

  エ 精神障害者相談員 

    精神障害者の福祉に関し、家族や当事者等からの相談に応じたり、福祉サービス等について福祉保

健センター等の関係機関との連携にあたる相談員として、精神障害者の福祉に熱意をもっている人に

委嘱しています。 

 

 (3)  相談支援事業の委託 

障害者が地域で自立した生活を送ることができるよう、相談支援の専門職員を配置し、広範な情報提

供を行うとともに、一般的な相談、緊急時の対応や行動障害等個別的な相談に対応しました。 

 

ア 基幹相談支援センター18 か所（平成 30 年度） 

名称 所在地 （平成 30 年度末時点） 運営主体 

鶴見区基幹相談支援センター 

（つるみ地域活動ホーム幹） 

鶴見区豊岡町 3-4 リコービル

1 階 
社会福祉法人大樹 

神奈川区基幹相談支援センター 
（かながわ地域活動ホームほのぼの） 

神奈川区反町 1-7-3 ＡＲＳビ

ル 3 階 
社会福祉法人若竹大寿会 

西区基幹相談支援センター 
（地域活動ホーム ガッツ・びーと西） 

西区中央 1-18-22-103 社会福祉法人横浜共生会 

中区基幹相談支援センター 

（中区障害者地域活動ホーム） 
中区新山下 3-1-29 社会福祉法人みはらし 

南区基幹相談支援センター 
（地域活動ホームどんとこい・みなみ） 

南区中村町 4-270-3 社会福祉法人横浜共生会 

港南区基幹相談支援センター 

（港南中央地域活動ホームそよかぜの家） 
港南区港南中央通 1-12 社会福祉法人そよかぜの丘 

保土ケ谷区基幹相談支援センター 

（ほどがや地域活動ホームゆめ） 
保土ケ谷区神戸町 140-2 社会福祉法人ほどがや 

旭区基幹相談支援センター 

（地域活動ホームサポートセンター連） 

旭区二俣川 2-58-2 第 1 清水

ハーモニビル 3 階 
社会福祉法人訪問の家 

磯子区基幹相談支援センター 

（いそご地域活動ホームいぶき） 
磯子区杉田 5-32-15 社会福祉法人光友会 

金沢区基幹相談支援センター 

（金沢地域活動ホームりんごの森） 

金沢区能見台 2-4 複合福祉施

設・能見台ふれあい館 1階 
社会福祉法人すみなす会 

港北区基幹相談支援センター 

（しんよこはま地域活動ホーム） 
港北区新羽町 1240-1 5 階 社会福祉法人横浜共生会 

緑区基幹相談支援センター 

（みどり地域活動ホームあおぞら） 
緑区中山 3-16-1 社会福祉法人ル・プリ 

青葉区基幹相談支援センター 

（あおば地域活動ホームすてっぷ） 
青葉区青葉台 2-8-22 社会福祉法人ル・プリ 

都筑区基幹相談支援センター 

（つづき地域活動ホームくさぶえ） 
都筑区牛久保東 1-33-1 社会福祉法人同愛会 

戸塚区基幹相談支援センター 

（東戸塚地域活動ホームひかり） 
戸塚区川上町 4-9 社会福祉法人ひかり 

栄区基幹相談支援センター 

（地域活動ホームサポートセンター径） 

栄区桂町711さかえ次世代交流

ステーション内 
社会福祉法人訪問の家 

泉区基幹相談支援センター 

（泉地域活動ホームかがやき） 
泉区中田北 3-6-55 社会福祉法人いずみ苗場の会 

瀬谷区基幹相談支援センター 

（せや活動ホーム太陽） 

瀬谷区三ツ境13-1 黒沼ビル1

階 
社会福祉法人瀬谷はーと 
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イ 障害者入所施設等 6 か所（平成 30 年度） 

名称 所在地 運営主体 

横浜療育医療センター 旭区市沢町 557-2 社会福祉法人十愛療育会 

てらん広場 保土ケ谷区上菅田町 1696 社会福祉法人同愛会 

青葉メゾン 青葉区奈良町 1757-3 社会福祉法人ル・プリ 

花みずき 港北区新吉田町 6001-1 社会福祉法人横浜共生会 

光の丘 旭区白根 7-10-6 社会福祉法人白根学園 

十愛病院 戸塚区品濃町 1140 （公財）十愛会 

 

ウ 発達障害者支援センター（平成 30 年度） 

 名称 所在地 運営主体 

横浜市発達障害者支援センター 
中区羽衣町 2-4-4 

エバーズ第 8関内ビル 5階 
社会福祉法人横浜やまびこの里 

    

(4) 障害者自立生活アシスタント事業 

   単身等で生活する知的障害者、精神障害者、発達障害者、高次脳機能障害者が地域生活を継続できる

よう、障害者支援に関して専門的知識と経験を有する「自立生活アシスタント」が障害の特性を踏まえ

た生活力、社会適応力を高める為の具体的な生活の場面での助言やコミュニケーション支援等を行ない

ました。 

     

 
実施施設 

知的障害者 

登録者数 

精神障害者 

登録者数 

発達障害者 

登録数 

高次脳機能障

害者登録者数 

平成 24 年度 36 か所 450 人 284 人 13 人 14 人 

平成 25 年度 36 か所 460 人 321 人 17 人 15 人 

平成 26 年度 38 か所 485 人 362 人 18 人 14 人 

平成 27 年度 38 か所 485 人 410 人 13 人 18 人 

平成 28 年度 40 か所 497 人 438 人 9 人 18 人 

平成 29 年度 40 か所 496 人 432 人 6 名 17 人 

平成 30 年度 38 か所 444 人 351 人 8 人 16 人 

 

 (5) 発達障害者支援体制整備事業 

  横浜市発達障害検討委員会 [平成 17 年 10 月設置：委員数  10 名] 

本市における発達障害児・者の相談支援体制について、現状の把握と方向性の審議・検討を行いまし

た。30 年度は 3 回開催しました。 

 

(6) 重度障害者等入院時コミュニケーション支援事業 

    意思疎通に支援が必要な重度の障害がある方が入院した際に、医療機関のスタッフとご本人との円滑

なコミュニケーションをサポートするため、コミュニケーション支援員を入院先に派遣しました。 

 

年度 登録数 派遣件数 総派遣時間 総派遣費用 

平成 30 年度 303（人） 61（件） 1,236.0（時間） 2,769,000（円） 

 

４ 地域生活支援 

(1)  障害者地域活動ホームの運営 

障害児・者の地域での生活を支援する拠点施設である「障害者地域活動ホーム」の運営について助成

を行いました。 
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 管理運営費等助成                             （平成 30 年度） 

 機能強化型 社会福祉法人型 

運営か所数 23 か所 18 か所 

日中活動(延べ利用者数) 144,074 人 176,173 人 

生

活

支

援

事

業 

ショートステイ 

（延べ宿泊数） 1,470 泊 14,076 泊 

一時ケア 
5,951 回 115,762 時間 

余暇活動支援 1,476 回 659 回 

おもちゃ文庫 446 回 62,049 人 

 

 (2) 精神障害者生活支援センターの運営 

  地域で生活する統合失調症をはじめとした精神障害者の日常生活の支援、相談、地域における交流活

動の促進等を行うことにより、精神障害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図る精神障害者生活

支援センターの運営について助成を行いました。 

利用実績等一覧                    （平成 30 年度） 

 Ａ型（指定管理方式） Ｂ型（補助金方式） 

運営か所数（か所） 9 9 

登録者数（人） 8,490 2,390 

延べ利用者数（人） 145,900 96,653 

一日あたり利用者数（人） 47 40 

面接相談（件） 7,536 9,234 

電話相談（件） 60,126 37,667 

訪問・同行（件） 3,536 5,729 

 

(3)  地域活動支援センター（障害者地域作業所型・精神障害者地域作業所型）への助成 

障害者が身近な地域で生産活動や創作的活動を通して、社会参加を図る場である地域活動支援センタ

ーの設置・運営について、助成を行いました。 

（年度末数） 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

地域活動支援センター 

（障害者地域作業所型） 

94 か所 

1,683 人 

92 か所 

1,484 人 

90 か所 

1,386 人 

地域活動支援センター 

（精神障害者地域作業所型） 

64 か所 

1,143 人 

62 か所 

1,092 人 

63 か所 

1,090 人 

 

(4)  障害者グループホームへの助成 

   障害者が地域の中で自立生活を実現していく場である障害者グループホームの設置・運営について、

助成を行いました。 

                                         （単位：か所） 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

障害者グループホーム 696 730 764 

障害者グループホーム 

（運営委員会型） 
8 7 6 
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(5)  横浜市精神障害者退院サポート事業 

精神科医療機関や協力機関等との連携を強化し、精神障害者の地域移行を進め地域生活を安定・継続 

させる体制の充実を図りました。 

    

ア 精神科病院との協働事業の実績（実施か所数：15）   

病院内 

にて 

作業療法への参加 24 回 
生活支援セン

ターにて 

入院患者を対象とした事業 15 回 

地域の関係者に向けた事業 7 回 

入院患者を対象とした 

事業 
9 回 その他 

地域施設や 

関係機関にて 

入院患者を対象とした事業 2 回 

入院患者・病院職員を対象

とした事業 
19 回 

地域の関係者に向けた事業 3 回 

実施回数 合計 97 回 

病院スタッフを対象とし

た研修会 
18 回 内 ピアスタッフ参加 40 回 

 

イ 地域移行へ向けた個別支援の実績 

総支援

対象者

数 

支援中

止 

支援

継続 
退院 

 疾病名 

居宅 ＧＨ 
生活訓

練施設 
その他 

統合失

調症 
その他 

123 7 70 46 22 15 5 3 97 26 

 

  支援対象者の延べ入院期間：  平均 ６年２か月 

   支援対象者の年齢： 平均 47.2 歳 

 

(6) 障害者総合支援法による事業への移行支援事業 

地域活動支援センター（障害者地域作業所型・精神障害者地域作業所型）の事業者が、障害者総合支

援法に規定する障害福祉サービスを行う事業に移行するために必要となる経費を助成しました。  

  （移行前のか所数）  （平成30年度） 

 助成対象か所 

移行支援準備金 
地域活動支援センター障害者地域作業所型（身・知） ３か所 

地域活動支援センター精神障害者地域作業所型（精） ０か所 

設備整備費 
地域活動支援センター障害者地域作業所型（身・知） ３か所 

地域活動支援センター精神障害者地域作業所型（精） ０か所 
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５ 手当・年金 

国民年金法に定める障害基礎年金（「国民年金事業」の項参照）ほか、次の手当・年金を給付しました。 

 

  各種手当支給状況    （平成 30 年度） 

 
障 害 児 

 

福 祉 手

特 別 障 

 

害 者 手 当

経 過 的 

 

福祉手当 

給付人数 

（人） 
1,650 2,322 93 

支給総額 

（千円） 
289,659 749,780 16,408 

 

(1) 障害児福祉手当 

在宅の重度障害児に対し、その障害によって生ずる負担を軽減する一助として法律に基づき手当を支

給しています。 

ア 対象者 

日常生活において常時介護を要する重度障害児。身障手帳１級及び２級程度の一部、ＩＱがおおむ

ね 20 以下の知的障害児及びこれらと同程度の障害児（本人及び扶養義務者について所得制限あり） 

 

イ 手当額（平成 30 年度） 

月額 14,650 円 

 

(2) 特別障害者手当 

在宅の重度障害者に対し、その障害によって生ずる負担を軽減する一助として法律に基づき手当を支

給しています。 

ア 対象者 

日常生活において常時特別の介護を要する重度障害者。身障手帳１・２級程度の障害及び知的障害

（おおむねＩＱ20 以下等）が重複しているか、これと同程度の障害、疾病等がある者（本人及び扶養

義務者について所得制限あり） 

 

イ  手当額（平成 30 年度） 

月額 26,940 円 

 

(3) 心身障害者扶養共済制度 

心身障害者の相互扶助の精神を基調とし、本市が独立行政法人福祉医療機構と保険契約を結び、この

契約に基づき本市は毎月加入者から掛金を徴収し、加入者が死亡又は著しい障害を有する状態となった

後に残された障害者に年金を支給しています。１人の心身障害者につき２口まで加入できます。 
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ア 加入者数と掛金月額           （平成 30 年度末現在）（金額単位：円） 

 平成１９年度以前加入者 平成２０年度以後加入者 

加入時の年齢 掛金月額 加入口数 掛金月額 加入口数 

35 歳未満  5,600    38 9,300 7 

35 歳以上 40 歳未満  6,900   100 11,400 7 

40 歳以上 45 歳未満  8,700   187 14,300 18 

45 歳以上 50 歳未満  10,600   279 17,300 14 

50 歳以上 55 歳未満  11,600   109 18,800 17 

55 歳以上 60 歳未満 12,800   111 20,700 12 

60 歳以上 65 歳未満 14,500   135 23,300 14 

計 －  959 － 89 

 

 イ 給付内容                                  （単位：円） 

種 別 金        額 備     考 

年   金 

１口加入（月額）  20,000 
 

加入者が死亡又は著しい障害を

有する状態になった場合 
２口加入（月額）  40,000 

弔 慰 金 

※ 

 平成 19 年度

以前加入  

平成 20 年度

以降加入 

 

 

障害者が死亡し

た場合 

（２口加入の場

合は該当 

額の倍額） 

１年以上５年未満継続加入  30,000 50,000 

５年以上 20 年未満継続加入  75,000 125,000 

20 年以上継続加入 150,000 250,000 

脱退一時金 

※ 

５年以上 10 年未満継続加入   45,000 75,000 掛金の負担が困難

なため、やむを得

ず脱退した場合

（２口加入の場合

は該当額の倍額） 

10 年以上 20 年未満継続加入  75,000 125,000 

20 年以上継続加入 150,000 250,000 

特別弔慰金 納入した保険料相当額の範囲内 

告知義務違反、加入後１年以内の 

自殺により年金が給付されなか

った場合 

    ※平成 20 年度以降の事由発生について 

 

給付状況 

   年 金 861 口 （平成 31 年３月現在） 

弔慰金 15 口  脱退一時金 0 口 （平成 30 年度執行分のみ） 

 

 

 

加入年月 
加入時期 
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６ 各種援護施策 

(1) 医療 

ア 公費負担 

(ｱ) 措置患者入院医療費公費負担事業 

精神保健福祉法第 29 条に基づき措置入院した患者の入院医療費について、公費による負担を行 

いました（保険適用分を除く。）。 

      平成 30 年度  1,047 件 

   (ｲ) 自立支援医療（精神通院医療）公費負担事業 

精神障害者の通院医療費について、医療費の原則 90％について公費による負担を行いました。

（医療保険優先） 

      平成 30 年度 633,372 件 

 (ｳ) 精神障害者入院医療援護金助成事業 

精神保健福祉法に基づき入院している精神障害者のうち助成要件を満たす者に対して、１か月当

たり１万円を助成しました。 

      平成 30 年度 17,208 件 

 

イ 精神科救急医療対策事業 

(ｱ) 精神保健福祉法に規定された申請・通報・届出等に基づき、自傷他害行為に至るおそれのある

精神障害者又はその疑いのある者を診察し、入院措置等を行いました。 

 

 

申請・通報・届出等件数 

年度 時間帯 
申請・通報・届出等件数 

 うち診察件数 

平成 30 年度 

平日 414 145 

夜間休日 568 395 

合計 982 540 

 

(ｲ) 夜間・休日に精神科救急医療情報窓口を開設し、精神障害者の家族等からの相談に対して病院

紹介等を行いました。 

     平成 30 年度相談件数 3,556 件 病院紹介件数 235 件 

 

ウ 精神医療適正化対策事業 

  (ｱ) 精神医療審査会 

市内の精神科病院等から提出される医療保護入院届、医療保護入院者定期病状報告、措置入院者

定期病状報告又は入院患者等からの退院又は処遇の改善請求について、入院又は処遇の適否の審査

を行う精神医療審査会を年 45 回開催しました。 

年  度 審査総数 各種届出書審査 退院等請求審査 

平成 30 年度 6,281 6,188 93 

(ｲ) 精神科病院実地指導 

市内の精神科病院等29病院を対象に、入院患者の処遇状況や病院の運営状況について立入調査、

指導を行いました。 

(ｳ) 精神科病院実地審査 

横浜市長の権限により措置を行った措置入院患者及び市内の精神科病院等の医療保護入院患者

を対象に、入院の要否と処遇について精神保健指定医による診察を行いました。 

年  度 審査総数 措置入院患者数 
医療保護入院 

患 者 数 
任意入院患者数 

平成 30 年度 53 6 47 0 
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 エ 23 価肺炎球菌ワクチン接種費助成事業（任意接種） 

      ５歳以上の身体障害者手帳（内部機能障害）所持者を対象に、23 価肺炎球菌ワクチン接種費の一 

部助成（3,000 円）を行いました。（平成 26 年 10 月から制度改正により、定期接種の対象者を除く。） 

     平成 30 度 接種者（クーポン券利用者）数 76 名 

 

 (2) 補装具・日常生活用具など 

    ア 補装具費の支給（製作・修理） 

身体障害者の障害部位・欠損機能を補うため、義肢・装具・車いす・補聴器等の用具の交付・修理

費用を支給しました。 

平成 30 年度 
交付 修理 

件数 公費負担額 件数 公費負担額 

障害児・者 4,270 件 562,233,836 円 3,710 件 174,033,985 円 

    

 イ 日常生活用具の給付・貸与 

重度の障害者の日常をより円滑に、また便利にするため、特殊寝台・盲人用時計・吸引器・移動用

リフト等の用具を給付しました。 

平成 30 年度 件数 公費負担額 

障害児・者 86,148 件 887,508,259 円 

 

ウ 重度障害者あんしん電話設置事業  

ひとり暮らしまたはそれに準ずる重度障害者に対して、緊急時、ペンダント型発信機を押すことで

近隣の協力者及び消防局に通報できる電話を設置しました。 

平成 31 年３月 31 日現在 52 件 

 

エ 身体障害者補助犬定期検診等医療費給付 

重度の視覚障害者、肢体不自由者、聴覚障害者に給付された補助犬に対し、定期検診及び疾病に関

する施療を行い、補助犬を最良の状態に保つことにより、在宅身体障害者の自立と社会参加を促進し

ました。 

平成 31 年３月 31 日現在 補助犬活動頭数 36 頭（盲導犬 29 頭、介助犬４頭、聴導犬 3頭） 

 

 (3) 住環境整備の助成 

重度障害者が日常生活を容易に過ごせるよう、自宅の玄関・台所・浴室・便所等を改造するための費 

用を、120 万円を限度に助成しました。また、移動リフター･段差解消機等の自立支援機器の設置費用を 

助成しました。 

 

助成実績               （平成 30 年度） 

助成内容 延べ件数（件） 公費負担額（円） 

住宅改造費 45 25,390,221 

機器購入費 86 41,350,192 

機器取付費 63 8,607,196 

 

 (4) 世帯住み替え住宅家賃助成事業  

   住宅の建て替え等による、立ち退き要求を受け、住宅確保に困窮する民間賃貸住宅居住の障害者世帯

に対して、住み替えに必要となる家賃の差額等を助成しました。 

   平成 30 年度 774,300 円（4件） 
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(5) ヘルパー派遣と緊急一時保護 

ア 手話通訳者・要約筆記者等の派遣 

 (ｱ) 手話通訳者・要約筆記者 

聴覚障害者及び音声又は言語機能障害者が、社会生活上必要とする場合に、手話通訳者または要

約筆記者を派遣しました。 

平成 30 年度 派遣人数 手話通訳者 9,546 人  要約筆記者 1,742 人    

 (ｲ) 盲ろう者通訳・介助員 

視覚と聴覚に重複して障害のある盲ろう者に、コミュニケーション支援及び移動時等の介助を

行うための盲ろう者通訳・介助員を派遣しました。（県、川崎市、相模原市、横須賀市と合同で実

施） 

平成 30 年度 派遣人数 3,098 人 

 

イ 障害者ホームヘルプ事業 

身体介護や家事援助等を必要とする障害児・者の在宅生活の支援を行うため、ホームヘルプサービ

スを提供しました。 

利用時間：2,481,243 時間（平成 30 年度総利用時間） 

 (ｱ) 居宅介護 

・身体介護：入浴、排泄、食事等の介助 

・家事援助：調理、洗濯、掃除等の介助 

・通院等介助（身体介護を伴う・伴わない、乗降介助）：通院、官公署、指定相談事業所への移

動の介助、又は車での乗降介助 

(ｲ) 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者及び行動障害を有する者に対する居宅介護、外出支援等の包括的支援 

   (ｳ) 同行援護 

      視覚障害によって移動に著しい障害を有する障害児・者への外出支援 

 (ｴ) 行動援護 

知的障害及び精神障害によって行動に著しい困難がある障害児・者への外出支援 

      (ｵ) 重度障害者等包括支援 

    常時介助を要する重度障害児･者に対する障害福祉サービスの包括的支援 

 

ウ 障害者ガイドヘルプ事業、ガイドボランティア事業 

単独では外出が困難な視覚障害児・者、肢体不自由児・者、知的障害児・者、精神障害児・者、難

病患者等が外出する際に、ガイドヘルプサービスの提供を行いました。また、付添い支援を行ったガ

イドボランティアに対し、奨励金を支払いました。 

(ｱ) ガイドヘルプ事業 （平成 30 年度）   

利用時間：735,075 時間（年間総利用時間） 

(ｲ) ガイドボランティア支援状況     （平成 30 年度） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 エ 障害者ガイドヘルパー等養成研修受講料助成事業 

 障害者ガイドヘルパー等の人材確保を図るために、ガイドヘルパー等養成研修を修了し、市内の移

動支援事業所等で活動したヘルパーに対して２万円を限度に研修受講料を助成しました。 

 助成対象実績：276 人  助成実績：5,159,000 円（平成 30 年度） 

種 別 件 数 

一般・余暇 11,166 

通学・通所 36,057 

集団見守り 8,960 

計 56,183 
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  オ ガイドヘルパースキルアップ研修 

   ガイドヘルパーを対象に、各業務内容にあわせたスキルアップ研修を実施しました。 

   ＜平成 30 年度研修内容＞ 

サービス提供責任者向け研修：運営・管理に関する研修。二つのテーマを各２回実施。 

   ヘルパー現任者向け研修：ケア業務のスキルアップ研修。身体障害・知的障害・精神障害分野に分

け各２回ずつ実施。（各２回、計６回） 

 

カ 障害児・者短期入所事業 

     一時的な施設等の利用が必要な障害児・者に対し、介護等生活上必要な支援を実施しました。 

              （平成 30 年度） 

 実施日数等 

短期入所事業 89,299 日 

日中一時支援事業 10,420 回 

緊急一時保護制度 179 日 

  

(6) 障害者入浴サービス 

居宅において入浴が困難な常時寝たきり状態にある重度の身体障害者に、入浴の機会を提供しました。 

ア 訪問入浴 

      移動入浴車により障害者宅を訪問し、簡易浴槽を用いて入浴の機会を提供しました。 

平成 30 年度 30,064 回（364,079,638 円） 

イ 施設入浴 

     障害者に対し、寝台車両等で送迎を行い、特別養護老人ホーム等の特殊浴槽において入浴の機会を

提供しました。 

平成 30 年度 154 回（1,731,840 円） 

 

(7) 移動情報センター運営等事業 

    移動に困難を抱える障害者等からの相談に応じ、各サービス事業者等の情報提供や紹介・あっせんを

行う窓口を運営しました。 

   平成 30 年度 相談数 2,966 件  調整数 40,727 件 

 

(8) 福祉特別乗車券の交付 

70 歳未満で市内在住の１級から４級までの身体障害者、ＩＱ75 以下の知的障害者（愛の手帳Ａ１～Ｂ

２所持者）及び 1 級から３級までの精神障害者に、バス・市営地下鉄等の乗車時に運賃が無料になる乗

車券を交付しました。 

   平成 30 年度  56,077 人（交付人数） 

 

(9) 施設の通所交通費助成 

市内在住の身体障害者、知的障害者及び精神障害者で、精神科デイ・ケア又は障害者地域作業所等に

通所する人に対し、本人及び送迎介助者の交通費を助成しました。 

 

(10)  自動車運転免許取得助成等 

ア 自動車運転訓練費の助成 

１級から４級までの身体障害者及び知的障害者、精神障害者（平成 22 年度から)が各都道府県公安

委員会の指定した教習所で運転技能を習得する場合にその費用（技能教習に要した額の３分の２、限

度額は 10 万円）を助成しました。 

      自動車運転訓練費助成状況                     

   平成 30 年度  7,332,900 円(81 件) 
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イ 自動車改造費の助成 

１級から３級の上肢・下肢・体幹機能障害者が自ら運転する自動車のアクセル・ブレーキ・ハン 

ドル等の改造費や福祉車両購入費の一部を２０万円を限度として助成しました。 

また、平成 22 年度より１級から３級の下肢・体幹機能障害者の移動のために介護者が運転する場

合の改造費や福祉車両購入費の一部も 20 万円を限度に助成しています。 

自動車改造費助成状況 

平成 30 年度   3,281,600 円( 22 件)【本人】 

         7,858,800 円( 44 件)【介護者】 

 

(11) 重度障害者タクシー料金の助成 

市内在住の重度障害者のうち、福祉特別乗車券又は敬老特別乗車証の交付を受けていない人に対し、

タクシー料金の一部を助成するタクシー利用券を交付しました。 

交付枚数は年間 84 枚までです。 

なお、人工透析に週３回以上通う腎臓機能障害者に対しては年間 168 枚まで助成しました。 

 

   福祉タクシー利用券交付事業                        

  （平成 30 年度）(単位：冊) 

身 体 障 害 者 
小 計 知的障害 重複障害 精神障害 計 

視 覚 下 肢 体 幹 内 部 割 増 

1,065 1,903 6,179 4,594 2,479 16,220 2,971 40 1,159 20,390 

利 用 枚 数   965,216 枚 

 

 (12) ハンディキャブ事業 

公共の交通機関を単独で利用するのが困難な重度の障害者で車椅子利用の人に対し、車椅子のまま乗 

車できるリフト付小型車両（ハンディキャブ）を提供しました。 

ア 運行事業 

専用の運転手付ハンディキャブを低額の利用料で提供しました。   

平成 30 年度  4,317 件 

 

イ 貸出事業 

ハンディキャブの車両の貸出のみ提供しました。 

平成 30 年度  198 件 

 

ウ 運転ボランティア紹介 

貸出事業に対し運転ボランティアを紹介しました。 

平成 30 年度  108 件 

 

(13) タクシー事業者福祉車両導入促進事業 

車椅子のまま乗車可能なユニバーサルデザインタクシー車両の購入費用の一部をタクシー事業者に

助成しました。 

平成 30 年度 79 台（導入車両台数） 

 

 (14) 障害者社会参加推進センター事業 

横浜市身体障害者団体連合会に「横浜市障害者社会参加推進センター」の運営事業を委託し、障害者

自らが社会参加促進施策を実施することにより、障害者の自立と社会参加の推進を図りました。 

 

ア 障害者社会参加推進協議会運営事業 
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イ 各種相談・研修事業 

(ｱ) 横浜市ピア相談センター事業 

 ・ピア相談 

   障害者本人やその家族が相談員として、同じような環境、悩みや経験をいかして、障害者やその

家族からの生活における困り事の相談に応じました。 

相談件数 958 件（身体障害 77 件、知的障害 36 件、精神障害 831 件、薬物依存症 14 件） 

・ピア相談員研修 

ピア相談員の知識向上等のため、ピア相談員研修を行いました。 

   平成  30 年度 開催回数５回、参加人数 189 名  

(ｲ) 「聞こえと補聴器」講座 

   会話や電話の音が聞き取りづらい、補聴器が合わないなど、聞こえに不安を抱えている方やその

家族のための３回連続講座を行いました。（延べ参加人数 107 人）  

 

ウ 啓発普及事業 

障害理解啓発のため、冊子の改訂版作成及び講演会を実施しました。 

  ・冊子「心と手をつなぐ」改訂版 2,000 部 

   ・講演会（障害者週間に実施）参加人数 174 人 

 

(15) 集団援助活動（グループワーク活動） 

   区福祉保健センターでは、精神障害者の社会復帰を図るため、回復途上にある精神障害者を対象とし

た生活教室や、精神障害者やアルコール依存症者等の家族を対象とした家族教室を実施しました。 

                                 （平成 30 年度） 

生活教室 
精神障害者 

家 族 教 室 

アルコール 

家 族 教 室 
その他 

回数 参加人数 回数 参加人数 回数 参加人数 回数 参加人数 

838 8,805 33 632 45 297 19 304 

 

(16) 団体等育成・支援 

    区福祉保健センターでは、精神障害者の家族会や地域作業所・グループホーム運営団体、市民団体等

の支援を行いました。 

                                    （平成 30 年度） 

家族会支援 作業所・グループホーム等団体支援 その他の活動（断酒会等） 

回数 参加人数 回数 参加人数 回数 参加人数 

112 2,016 142 1,867 22 677 

 

 (17)  精神保健福祉関連の普及啓発等 

     区福祉保健センターでは、心の健康や精神障害に対する正しい理解の促進を図るため、市民を対象と 

した講演会や講座等を実施しました。 

    平成 30 年度の開催回数は 88 回、参加人数は 4,799 名でした。  

 

(18) 精神障害者の家族支援事業 

精神障害者とその家族が適切な関係を保ちつつ地域で安心して生活を継続できることを目的に、精

神障害者の家族への支援を行いました。 
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ア 緊急滞在場所の設置 

精神障害者の状態の悪化等により同居が一時的に困難になった家族に対し、緊急滞在場所を提供し

ました。 

  27 年度実績 28 年度実績 29 年度実績 30 年度実績 

利用人数 4 人 5 人 12 人 6 人 

延利用日数 20 日 87 日 64 日 18 日 

 

イ 家族の学ぶ場の実施 

精神障害者の家族を対象として、精神疾患と精神障害者への対応について理解を深める家族学習会

を実施しました。 

  27 年度実績 28 年度実績 29 年度実績 30 年度実績 

実施回数 4 回 4 回 4 回 4 回 

延べ開催日数 20 日 20 日 20 日 20 日 

延べ受講者数 166 人 112 人 143 人 135 人 

 

７ 団体育成 

障害のある人々に対する福祉サービスをより幅広く展開するため、各種団体に事業の補助・委託を行い

あわせて団体の指導・育成を図りました。 

 

 (1) 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会障害者支援センター 

事 業 名 内       容 

販路拡大事業 
障害者地域作業所の自主製品を広く市民に購入していただくため、カタ

ログによる通信販売の実施 

家庭援護事業 障害児者のいる家庭への家庭奉仕員を派遣する経費の助成 

研修事業 障害者福祉の総合的な研修の実施 

団体活動支援事業 市域の障害児者団体が実施する事業費の一部の助成 

地域活動支援事業 
障害者福祉に関する相談活動や、当事者・地域啓発支援事業の実施、グ

ループホームの緊急時の支援経費の助成 

療育検診事業 進行性筋萎縮症者等に対する定期健診や機能回復訓練の実施 

啓発活動事業 実施事業等の市民への周知等、理解促進活動の実施 

調査研究事業 障害者福祉に関する各種調査研究の実施 

人権擁護事業 障害児者の人権確立のための啓発活動や相談、モニター活動の実施 

助成団体監査事業 
助成団体による健全な運営のための指導及び外部専門員を加えた監査

の実施 

賠償責任保険事業 
障害者地域作業所等で生じた損害賠償を補償するため、賠償責任保険に

加入 

 

(2) 特定非営利活動法人横浜市精神障害者地域生活支援連合会   （平成 30 年度）（金額単位：千円） 

事 業 名 補助金額 内       容 

精神障害者地域作業所自主製品

販路拡大等助成事業 

2,400 地域活動支援センター等の自主製品の販路拡大を

目的とした事業の企画・運営に要する経費を助成 

精神障害者社会復帰関係施設職

員等研修助成事業 

4,000 地域活動支援センター等社会復帰関係施設の職員

を対象に実施する研修の企画・運営に要する経費を

助成 
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(3) 知的障害者関係団体への補助                  （平成 30 年度）（金額単位：円） 

団  体  名 補助金額 実 施 事 業 内 容 

（公財）横浜市知的障害者育成会 658,000 相談事業、就労支援事業等 

横浜市心身障害児者を守る会連盟 300,000 福祉大会、スポーツ・レクリエーション事業等 

 

 (4) 身体障害者関係団体への補助                  （平成 30 年度）（金額単位：千円） 

 

団  体  名 補助金額 実 施 事 業 内 容 

（公社）横浜市身体障害者団体連合会 3,500 啓発、研修会等 

浜身連加

盟団体 

 

内訳 

横浜市肢体障害者福祉協会   400 〃 

横浜市視覚障害者福祉協会   450 〃 

（一社）横浜市聴覚障害者協会   400 〃 

横浜市車椅子の会   300 〃 

横浜市脳性マヒ者協会  350 〃 

横浜市腎友会   350 〃 

横浜市オストミー協会   350 〃 

横浜市港笛会   250 〃 

横浜市中途失聴・難聴者協会   400 〃 

横 浜 市 も み じ 会   250 〃 

 

（5）精神障害者関係団体への補助              （平成 30 年度）（金額単位：千円） 

団  体  名 補助金額 実 施 事 業 内 容 

（特非）横浜市精神障害者家族連合会 2,162 啓発、相談支援、就労支援等 

 

(6) 通訳者養成                       （平成 30 年度）（金額単位：千円） 

事  業  名 
受講者数

(延べ数) 
委託費 事  業  内  容 

手話奉仕員養成事業 3,691   2,712 手話奉仕員の養成講習（入門・基礎） 

手話通訳者養成事業（Ⅰ） 825 1,418 手話通訳者（Ⅰ）の養成講習 

手話通訳者養成事業（Ⅱ） 542 1,353 手話通訳者（Ⅱ）の養成講習 

手話通訳者養成事業（Ⅲ） 184 559 手話通訳者（Ⅲ）の養成講習 

手話通訳者登録試験 35   600 横浜市手話通訳者の登録試験 

要約筆記者養成事業 632  3,863 要約筆記者の養成、登録試験の実施等 
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(7) 障害者団体各種大会への補助金                        （平成 30 年度） 

大 会 名 趣    旨 補 助 先 開 催 日 場    所 参加者 補助金 

横浜市身体障

害者福祉の集

い 

横浜市における身体

障害者問題の討議と

各種功労者の表彰 

（公社）横浜市身

体障害者団体連合

会 

平成30年 

７月８日 

横浜ラポー

ル 

218人 379,493円 

政令指定都市

身体障害者福

祉団体連絡協

議会ならびに

親善スポーツ

大会 

政令指定都市身体障

害者福祉団体の代表

による大都市におけ

る共通問題の討議及

びスポーツ大会を通

じた親交 

（公社）横浜市身

体障害者団体連合

会 

 

平成30年 

９月８日～ 

９月９日 

パシフィコ

横浜等 
275人 2,000,000

円 

 

横浜市ふれあ

いスポーツ大

会 

知的障害者のスポー

ツを通じた健康促進

と相互理解 

横浜市心身障害児

者を守る会連盟 
平成30年5

月27日 

三ツ沢公園

補助競技場 

562人 1,909,000

円 

 

横浜市身体障

害者運動会 

身体障害者のスポー

ツを通じた健康促進

と相互理解 

（公社）横浜市身

体障害者団体連合

会 

平成30年 

10月14日 

横浜ラポー

ル 

241人 712,499円 

神奈川県ゆう

あいピック大

会 

知的障害者の県域ス

ポーツ大会 

神奈川県障害スポ

ーツ振興協議会 
平成30年5

月19日～9

月29日 

神奈川スポ

ーツセンタ

ー等 

1,308 

人 

340,000円 

 

８ 文化・スポーツ・レクリェーション 

(1) 障害者スポーツ文化センター横浜ラポール 

スポーツや文化活動を通して、障害者一人ひとりの健康づくりや社会参加並びに健常者との交流を促

進するための中核施設です。 

・開館日数 345 日 （前年度 345 日） 

 ・施設利用者数  延べ 435,874 人（前年度 433,247 人）1日平均 1,263 人（前年度 1,256 人） 

施設名 施設種別 規  模 
平成30年度 

運営費(千円) 

開  設 

年月日 
所 在 地 

運営主体 

障害者スポーツ 

文化センター 

横浜ラポール 

身体障害者 

福祉センター 

（Ａ型） 

SRC地上３階・地下１

階 

延床面積28,817.74㎡ 

939,291 
平成４年 

８月28日 

港北区鳥山町1752 

(社福)横浜市ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼ

ｮﾝ事業団 

 

(2)  障害者のスポーツ活動推進事業 

ア リハビリテーション・スポーツ事業 

  各種相談を通じて、障害の状況に応じた適切な教室や個別指導を実施し、体力づくりの支援とスポ

ーツ活動への導入を図りました。 

    運動・スポーツに関する初期相談、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ・ｽﾎﾟｰﾂ教室等（参加人数 延べ 4,016 人） 

 

イ スポーツ･レクリエーション推進事業 

   (ｱ) 卓球教室、水泳教室、アウトドアスポーツ教室等（参加人数 延べ 5,247 人） 

(ｲ)  障害者スポーツ指導員及びボランティア養成研修会（参加人数 延べ 14,166 人） 

(ｳ) ラポールの祭典等のレクリエーションイベント（参加人数 延べ 2,063 人） 

(ｴ) スポーツフェスタ等の水泳の日、ボウリングの日、ボッチャの日等（参加人数 延べ 1,077 人） 
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ウ スポーツ大会 

(ｱ) ハマピック（横浜市障害者スポーツ大会）  

 

 (ｲ) 第 18 回全国障害者スポーツ大会 

開 催 地：福井県 

期  間：平成 30 年 10 月 13 日から 10 月 15 日まで 

派遣人数：選手 44 人・役員 32 人の合計 76 人 

成  績：金＝ 29 個、銀＝ 22 個、銅＝ 19 個 

        金メダル獲得ランキング：全国第８位 メダル獲得率：全国第２位 

 

エ 地域支援事業 

障害者が地域の身近な施設でスポーツ等が行えるよう、各区スポーツセンター地区センター、地域

ケアプラザ等でスポーツ教室や研修、指導等を実施しました。 

スポーツ教室、フォローアップ教室等（実施回数 159 回、参加人数 延べ 4,276 人） 

 

(3) 障害者の文化活動推進事業 

ア 文化企画事業 

(ｱ) 横浜ラポール芸術市場 

障害者の文化活動の発表の場として開催しました。 

（参加人数 3,573 人） 

(ｲ) 交流事業（自主・共催企画事業、ラポールファクトリー事業など） 

フォーラム、映画会、音楽会、ロビーコンサート等を開催しました。 

（実施回数 35 回 参加人数 7,004 人） 

(ｳ) 文化教室・ワークショップ 

料理、絵画、陶芸等の様々な教室やワークショップを開催しました。 

（教室数 18 講座 延べ 124 回 参加人数 1,691 人） 

(ｴ) 陶芸関連事業 

陶芸ボランティア育成のための研修や焼成事業を実施しました。（計９回 参加人数 242 人） 

 

イ おもちゃ図書館事業 

おもちゃ図書館の運営を通して、おもちゃ等を媒介にした遊びの場の提供、個人や団体を対象にし

たおもちゃ等の貸出、地域のボランティアや保護者を対象にした研修会の実施、おもちゃ展の開催等

の事業を実施しました。 

また、地域の障害児を援助する目的で、出張・移動おもちゃ図書館やおもちゃ病院などを実施しま

した。(図書館利用者数：11,522 人 移動図書館実施回数： 96 回) 

種  目 実施時期 場  所 
参加人数（延べ人数） 

合計 

ｱｰﾁｪﾘｰ 平成30年４月８日 横浜ﾗﾎﾟｰﾙ ｱｰﾁｪﾘｰ場 10 人 

ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ 平成30年４月８日 町田ボウリングセンター 60 人 

水泳競技 平成30年４月22日 横浜ﾗﾎﾟｰﾙ ﾌﾟｰﾙ  289 人 

卓球競技（ＳＴＴ含む） 平成30年４月15日 横浜ﾗﾎﾟｰﾙ ﾒｲﾝｱﾘｰﾅ 85 人 

ﾌﾗｲﾝｸﾞﾃﾞｨｽｸ 平成30年４月29日 新横浜公園投てき練習場 62 人 

陸上競技 平成30年５月６日 三ツ沢公園陸上競技場 362 人 

ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ 平成30年11月11日 岸根公園野球場 大会不成立 

ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ 平成30年９月15日 横浜ﾗﾎﾟｰﾙ ﾒｲﾝｱﾘｰﾅ 77 人 

ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ 平成30年11月17日 横浜ﾗﾎﾟｰﾙ ﾒｲﾝｱﾘｰﾅ 50 人 

ｻｯｶｰ 平成30年12月９日 しんよこﾌｯﾄﾎﾞｰﾙﾊﾟｰｸ 45 人 

合 計 11種目 1,040 人 
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ウ 情報ネットワーク事業 

パソコン等の情報端末を通して、障害者の社会参加のための情報収集・提供やコミュニケーション

の支援を行いました。 

（ホームページアクセス数：662,833 件  情報バリアフリー支援講座等参加人数：35 人） 

 

エ 地域支援事業 

市内の施設で地域における障害児・者の文化活動を推進しました。 

（実施回数４回 参加人数 504 人） 

 

９ 横浜市総合リハビリテーションセンター 

横浜市の障害福祉施策の中核的施設として、福祉保健センター等の関係機関や社会福祉施設とも連携し

ながら、相談・評価・治療・訓練・指導等、障害の発見から社会的自立に至るまでの総合的なリハビリテ

ーションを実施する施設です。 

 

 (1) 概要 

ア 運営主体（指定管理者） 

社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団 

（指定期間：平成 28 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日まで） 

 

イ 所在地 

港北区鳥山町 1770 

 

ウ 設置施設 

 (ｱ)  医療型児童発達支援センター（定員 40 名） 

     (ｲ)  福祉型児童発達支援センター（知的）（定員 30 名） 

     (ｳ)  福祉型児童発達支援センター（難聴）（定員 30 名） 

   (ｴ)  児童発達支援事業所（定員 48 名） 

 (ｵ)  障害者支援施設（定員施設入所支援及び自立訓練（機能訓練）30 名・自立訓練（生活訓練）6 名） 

     (ｶ)  就労支援施設（定員 就労移行支援 30 名・職能訓練コース 10 名） 

     (ｷ)  補装具製作施設 

     (ｸ)  診療所（入院 19 床） 

 

エ 委託事業 

 (ｱ) 住環境整備事業 

 (ｲ) 介護実習・普及センター運営事業 

 (ｳ) 地域リハビリテーションサービス事業 

 (ｴ) 職能評価開発事業 

 (ｵ) 企画開発研究事業 

(ｶ) 高次脳機能障害支援センター運営事業 

 

 (2) 総合相談実施状況 

同センターの相談窓口は、障害者更生相談所が中心となり、各種相談業務を実施しました。実施状    

況は、障害者更生相談所参照。 
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 (3) 施設利用状況 

   ア 児童発達支援センター、児童発達支援事業所年齢別利用児数         （平成 30 年度） 

種   別 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

医 療 型 児 童 発 達

支 援 セ ン タ ー 
0 0 5 4 10 2 21 

児 童 発 達 支 援

セ ン タ ー （ 知 的 ） 
0 0 0 21 31 19 71 

児 童 発 達 支 援

セ ン タ ー （ 難 聴 ） 
6 8 9 8 8 10 49 

児 童 発 達 

支 援 事 業所 
0 0 0 0 15 27 42 

                                               （年齢は平成 30 年度当初の年齢） 

 

イ 障害者支援施設年齢別利用者数                           （平成 30 年度） 

種   別 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳以上 計 

機能訓練 2 3 6 17 33 61 

生活訓練 0 2 8 9 9 28 

 ※ 機能訓練の利用者数に施設入所支援の実績を含みます。 

ウ 就労支援施設年齢別利用者数                        （平成 30 年度） 

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳以上 計 

0 5 5 24 26 60 

 

エ 補装具製作施設 

平成 30 年度 製作 2 件  修理件数 182 件 

 

オ  診療所 

平成 30 年度 受診者数  延 16,860 人 

 

(4) 委託事業実施状況 

ア  住環境整備事業 

障害者が住み慣れた地域で生活できるよう、建築士等の専門スタッフを派遣し、住宅改造に関する

助言、支援を行いました。 

    平成 30 年度 評価訪問・調査訪問 117 件 

 

イ 介護実習・普及センター運営事業 

介護に関する専門相談や情報提供、介護機器の紹介等を行いました。 

    平成 30 年度 研修への専門職派遣実績 50 講座・延 119 人 

 

ウ 地域リハビリテーションサービス事業 

 (ｱ) 在宅リハビリテーション 

在宅生活をするうえでの指導・評価・訓練等が必要な重度障害児・者の家庭に専門職員を派遣し、

障害状況や生活環境の評価や必要とされる専門的技術支援を行いました。  

平成 30 年度 評価訪問人数  974 人 

訪問指導人数  1,703 人 

 (ｲ) 療育相談 

早期発見・早期療育を図るため、乳幼児健診において専門的な評価・診断が必要とされた乳幼児

を対象に、福祉保健センターと合同で医師等専門職員による療育相談を実施しました。 
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     療育相談実施人数           （平成 30 年度） 

４か月児 １歳６か月児 計 

84 12 96 

(ｳ) 関係機関技術支援 

地域におけるリハビリテーション資源を充実し、適切なリハビリテーションが提供できるよう、

また、関係機関とのネットワークづくりを図るため、関係機関や施設への技術支援を行いました。 

          実施箇所数及び回数                    （平成 30 年度） 

 
機能訓練 

事業 

成人施設・地

域作業所 

保育所・幼稚

園 
その他 計 

箇所数 49 64 154 20 287 

回  数 60 76 154 54 344 

 

エ 職能評価開発事業 

就労を目指す障害者を支援するため、職業相談、職能評価、職能訓練コースでの能力開発等を実施

しました。職能訓練コースは、平成 20 年７月から障害者自立支援法に規定する就労移行支援事業に準

ずる支援を提供する施設に変わりました。 

(ｱ) 職業相談・職能判定 

平成 30 年度 延 850 件 

(ｲ) 職能訓練コース年齢別利用者数                     （平成 30 年度） 

20 歳未満 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50 歳以上 計 

0 0 2 7 7 16 

 

オ 企画開発研究事業 

 (ｱ) 福祉機器等の研究開発 

リハビリテーションに関する技術及び各種福祉機器の研究開発を行いました。 

(ｲ) 臨床工学サービス事業 

研究開発により得た技術的成果を障害者の生活支援に取り入れるため、情報提供・機器の適合評 

価・製作・加工等を行いました。 

（平成 30 年度） 

項   目 取扱件数 製作件数 

住 宅 改 造 147 0 

住 宅 用 移 乗 ・ 移 動 機 器 116 0 

移 動 機 器 65 0 

姿 勢 保 持 装 置 13 1 

コンピュータ・コミュニケーション機器 57 0 

環 境 制 御 装 置 13 0 

ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン 機 器 3 0 

そ の 他 140 1 

合    計 554 2 

 (ｳ) 研修・啓発 

リハビリテーション関係職員への各種研修の開催、情報誌の発行等を実施しました。 
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   カ 高次脳機能障害支援センター運営事業 

   高次脳機能外来を中心に診断・評価を行い、地域生活までの一貫した支援に取り組みました。また、

横浜市内の高次脳機能障害者の支援の中核施設として、関係機関への技術支援や家族支援、市民啓発や

広報啓発活動等を実施しました。 

中途障害者地域活動センター訪問件数及び高次脳機能障害専門相談          （平成 30 年度） 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計 

訪問件数 26 28 33 24 19 23 29 23 22 22 20 23 292 
個別相談件数 64 78 72 44 47 42 54 56 39 40 44 42 622 

その他相談件数 4 2 5 3 4 2 2 5 3 2 1 3 36 

 

10 福祉機器支援センター 

福祉機器や住宅改造、介護に関する専門相談・情報提供・展示・試用体験等を行うとともに、在宅リハ

ビリテーション等の拠点としての役割を担いました。 

 (1) 概要 

施  設  名 所  在  地 運営主体（指定管理者） 

横浜市中山福祉機器支援センター 緑区中山2-1-1 社会福祉法人 

横浜市ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ事業団 

（指定期間：平成28年4月1日か

ら平成33年3月31日まで） 

横浜市反町福祉機器支援センター 神奈川区反町1-8-4 

横浜市泥亀福祉機器支援センター 金沢区泥亀1-21-5 

 

(2) 利用状況                                                  （平成 30 年度） 

施  設  名 来館者数 
相 談 件 数 

一般相談 専門相談 合  計 

横浜市中山福祉機器支援センター 1,911 465 25 450 

横浜市反町福祉機器支援センター 1,567 327 33 360 

横浜市泥亀福祉機器支援センター 2,316 548 15 563 

合     計 5,794 1,340 73 1,413 

 

11 本市施設の概要 

(1) 松風学園 

松風学園は、知的障害者を対象に、障害者総合支援法による日中活動（農園芸や創作活動など）の支

援（生活介護）、生活支援（施設入所支援）、在宅障害者とその家族の支援（短期入所）を行っていま

す。 

 

ア 年齢別状況                          （平成 31 年３月 31 日現在） 

区 分 定  員 19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 計 

施設入所支援 94 1 8 19 9 16 28 81 

生活介護 114 1 12 19 12 19 29 92 

 

イ 入・退所状況    （平成 30 年度）      

区    分 入所人員 退所人員 

入   所 1 2 

通   所 0 0 
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(2) つたのは学園・中山みどり園  

つたのは学園・中山みどり園は、知的障害者が地域社会でより自立した生活を営めるよう、通所によ

る諸活動及び専門的な支援を行う施設で、障害者総合支援法に基づく生活介護事業並びに日中一時支援

事業（つたのは学園のみ）及び自立訓練事業（中山みどり園のみ）を提供しています。対象は原則とし

て 18 歳以上（15 歳以上も可）となっています。 

 

ア 年齢別状況                           （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

施 設 名 ｻｰﾋﾞｽ 定員 19歳以下 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 計 

つたのは学園 生活介護 50 10 19 4 10 4 2 49 

中山みどり園 
生活介護 34 0 9 9 21 2 2 43 

自立訓練 6 0 1 0 1 1 0 3 

 

イ 入・退所状況      （平成 30 年度） 

施 設 名 入所人員 退所人員 

つたのは学園 6 1 

中山みどり園 4 0 

 

(3) 福祉授産所 

市内には、障害者総合支援法に基づく就労継続支援Ｂ型の事業所として、４か所の福祉授産所が設置

されています。一般企業に就職することが困難な知的障害者等に対して、仕事の場を提供するとともに、

生活面での助言等を行い、自立や就労の実現のための支援をしています。 

 

ア 年齢別状況                           （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

施 設 名 定  員 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 計 

中福祉授産所 50 2 10 3 1 1 0 17 

南福祉授産所 60 0 4 3 15 16 6 44 

港北福祉授産所 60 1 18 1 8 1 2 31 

戸塚福祉授産所 50 0 1 5 10 8 6 30 

 

イ 工賃の支払状況                       （平成 30 年度）（金額単位：円） 

施設名・区分 延 べ在籍 人 数（月平均） 支払い工賃(年額) 月平均工賃 一人当たり月平均工賃 最高額(月額) 

中 

知的障害者 219(18) 7,389,442 615,787 33,742 83,207 

身体障害者 - - - - - 

精神障害者 - - - - - 

計 219(18) 7,389,442 615,787 33,742 83,207 

南 

知的障害者 532(44) 5,122,650 426,888 9,629 51,500 

身体障害者 - - - - - 

精神障害者 - - - - - 

計 532(44) 5,122,650 426,888 9,629 51,500 

港

北 

知的障害者 356(30) 7,293,590 607,799 20,431 101,480 

身体障害者 26(2) 596,943 49,745 22,959 54,576 

精神障害者 - - - - - 

計 358(32) 7,890,533 657,544 22,040 101,480 
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戸

塚 

知的障害者 356(30) 4,998,740 416,562 13,695 44,890 

身体障害者 24(2) 288,632 24,053 12,026 24,825 

精神障害者 - - - - - 

計 380(32) 5,287,372 440,614 13,914 44,830 

 

ウ 退所者の移行状況                   （平成 30 年度） 

 

 

(4) 障害者研修保養センター「横浜あゆみ荘」 

障害者やその家族の健康増進及び社会参加の促進を図るため、研修や保養、レクリエーション等に利

用できる宿泊施設です。 

 

ア 概況 

運 営 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会 

所在地 都筑区葛が谷 2-3 

定 員 宿泊 60 人  研修 220 人 

 

イ 利用状況                         （平成 30 年度） 

 
宿 泊 利 用 休 憩 利 用 研修その他利用 

計 月平均 計 月平均 計 月平均 

利用者数 7,896 658 2,033 169 27,431 2,286 

 

12  民間障害福祉サービス事業所等 

(1) 利用状況              利用者数は１月あたり平均（平成 31 年３月 31 日現在） 

              事業所数、利用者数は、市外事業所の利用も含む。 

 事業所数 利用者数 

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス 

 療養介護 26 273 

 生活介護 439 5,499 

 施設入所支援 184 1,484 

 生活訓練 40 330 

 機能訓練 6 31 

 就労移行支援 154 1,262 

 
就労継続支援Ａ 84 802 

就労継続支援Ｂ 286 3,858 

 就労定着支援 61 145 

 自立生活援助 16 1 

 

 

 

 

施 設 名 就 職 
他の就労

支援施設 

他の社会

福祉施設 
転 居 その他 計 

中福祉授産所 4 0 1 0 0 5 

南福祉授産所 0 0 2 0 1 3 

港北福祉授産所 2 0 5 0 0 7 

戸塚福祉授産所 3 0 1 0 0 4 
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(2)  障害福祉サービス事業所等法外扶助費等支給状況    （平成 30 年度）（単位：円） 

 事業名 平均単価(円) 対象法人 執行額（円） 

所 

管 

施 

設 

個別支援事業等 種別単価（日額） 36法人 1,012,276,023 

小舎運営支援事業 区分単価（月額） 11法人   418,113,600 

自活訓練棟支援事業 － －             0 

居宅等訪問支援事業 種別単価（日額） １法人      140,000 

入院者退院支援事業 － －             0 

重度重複障害者 

通所事業所支援事業 
－ ３法人 75,050,757 

体験就労支援事業 5,040（日額） １法人     574,560 

障害者ショートステイセンター 

運営支援事業 
170,070（月額） １法人  38,775,960 

設置費補助 上限1,000万円/施設 ８法人   51,845,528 

市外施設分 － －  105,904,310 

福祉ホーム － － 0 

合計  1,702,680,738 

 

13 障害者就労支援事業 

(1) 障害者就労支援センター事業 

障害者等の就労の促進と定着を図るため、相談、指導・訓練、職場開拓、求職支援、就労後の定着支

援などを行いました。   

（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

名     称 所  在  地 運 営 主 体 

横浜東部就労支援センター 神奈川区西神奈川1-1-3アートビル４階 （社福）青い鳥 

横浜南部就労支援センター 
磯子区新杉田町8-8 

ハマシップモール４階 
（社福）電機神奈川福祉センター 

横浜北部就労支援センター 緑区中山1-6-1 ﾐﾖｼｽﾞ･ｼｰﾄﾞﾋﾞﾙ405 （社福）和枝福祉会 

横浜西部就労支援センター 旭区柏町36-15 柏ハーモニビル202 （社福）同愛会 

横浜戸塚就労支援センター 戸塚区戸塚町4111吉原ビル２階 （社福）こうよう会 

横浜中部就労支援センター 西区平沼1-38-3 横浜ｴﾑｴｽﾋﾞﾙ４階 （社福）県央福祉会 

横浜上大岡就労支援センター 
横浜市港南区上大岡西 2-2-13 MK 第一

ビル 601 

（特非）みなとカウンセリング協 

会 

横浜市精神障害者就労支援 

センター ぱーとなー 

港北区鳥山町1735 

横浜市総合保健医療センター１階 
（公財）横浜市総合保健医療財団 

横浜日吉就労支援センター 港北区箕輪町2-2-2 ケイケイビル２階 （社福）横浜やまびこの里 
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（平成 30 年度） 

名    称 
登 録 者（人） 新規就職者 

（人） 

定着支援者 

（人） 新規 継続 計 

横浜東部就労支援センター 62 249 311 19 206 

横浜南部就労支援センター 90 540 630 33 407 

横浜北部就労支援センター 48 467 515 10 339 

横浜西部就労支援センター 26 321 347 12 281 

横浜戸塚就労支援センター 49 783 832 77 550 

横浜中部就労支援センター 39 424 463 14 308 

横浜上大岡就労支援センター 44 988 1,032 54 437 

横浜日吉就労支援センター 30 135 165 13 124 

横浜市精神障害者就労支援 

センター ぱーとなー 
58 200 258 28 64 

合 計 446 4,107 4,553 260 2,716 

 

(2) 共同受注・優先調達推進事業 

ア 横浜市障害者共同受注センターの運営 

市内障害者施設と企業等との受注調整やコーディネートを担う「横浜市障害者共同受注センター」

を運営しました。 

受託者：社会福祉法人 横浜市社会福祉協議会 

平成 30 年度 受注件数         194 件 

登録事業所数（累計）   307 か所 

  イ 市立福祉授産所等への作業斡旋・紹介 

受注担当嘱託員が企業に直接訪問し、市立福祉授産所や民間施設等へ作業を発注する企業を開拓し

ました。 

   企業開拓（平成 30 年度） 

企業訪問件数：376 件 

 

   相談・あっ旋件数（平成 30 年度） 

 

 

   

ウ 認定制度の実施 

    障害者優先調達推進法の対象となる障害者就労施設等を地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３

号に規定する「障害者支援施設等に準ずる者」として、次の事業所を引き続き認定しました。 

    認定事業所数  10 事業所（重度障害者多数雇用事業所１か所、ふれあいショップ（※）９か所） 

    （※）ふれあいショップは、(3)障害者就労啓発事業カ(ｲ)参照 

 

区  分 相  談 あっ旋 

市立授産所 41 37 

民間施設等 541 67 

計 582 104 
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(3) 障害者就労啓発事業 

  ア 企業啓発事業 

(ｱ) セミナー・出前講座 

神奈川労働局や神奈川県と連携しながら、障害者の雇用が進んでいない企業に対して、社会全体

における障害者雇用への理解や知識をより深めてもらうため、企業向けのセミナーを開催しました。 

平成 30 年度 参加社数   45 社 

(ｲ) 広報 

企業・事業所の開拓 

嘱託員を雇用し、職場実習事業の協力事業所の開拓や、障害者雇用を検討している企業に就労支

援機関へのコーディネート、地域就労支援ネットワークの構築に向けた活動を行います。 

平成 30 年度 企業・事業所訪問数   424 社 

イ 市民啓発事業 

(ｱ) 「働きたい！わたしのシンポジウム」 

     主に就労を希望する障害のある方やその家族、支援者等の市民を対象に、障害のある方の就職・

職場定着を啓発するため、神奈川県や神奈川労働局の後援を得て、保土ケ谷公会堂において就労啓

発シンポジウムを実施しました。 

     平成 30 年度 参加者数   462 人 

(ｲ) 障害者就職面接会 

横浜文化体育館において、神奈川県及び市内公共職業安定所と共催で、企業と障害者が一堂に会

した面接を実施しました。 

平成 30 年度（見込み） 参加求人企業数   193 社 

参加求職者数    1,287 人 

採用決定者数     126 人 

 

ウ 施設職員研修事業 

    施設職員の意識及び支援スキルの向上を図るため、障害者就労施設等職員を対象に、障害者雇用を

実践している企業に訪問し、障害のある社員と同様の業務を体験する研修を実施しました。 

     平成 30 年度 開催回数（協力企業数）   １回(28 社) 

            受講者数          64 人 

                                    

エ 農業就労援助事業 

障害者総合支援法に基づく就労移行支援事業及び就労継続支援事業Ｂ型を活用するとともに、農業

を実施している市内障害福祉事業所とのネットワーク（農ハマライゼーションネットワーク）を構築

し、情報共有（研修会・販売会）を行いました。 

運営主体 公益財団法人横浜市知的障害者育成会   

平成 29 年度  利用者数   20 人 

就労者数   ５人 

     農ハマライゼーションネットワーク開催実績 

     平成 30 年度  販売会実施  ３事業所参加 

 

オ 公共施設活用事業 

(ｱ) 障害者雇用事業所への貸付 

障害者雇用をする事業所へ市有建物を貸し付けることで、安定した障害者雇用を創出しました。 

       運営事業者   パーソルサンクス（株） 

障害者雇用数  78 人（平成 31 年３月 31 日現在） 
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(ｲ) ふれあいショップ事業 

障害者の就労の場を確保するとともに、障害者施設等で製作した作品の展示・販売をする「ふれあ

いショップ」を設置しています。 

                             （平成 31 年３月 31 日現在） 

店   名 所    在    地 

ハ ト ポ ッ ポ 青葉区市ケ尾町 31－4（青葉区総合庁舎内） 

み な と 西区みなとみらい 1-1（臨港パーク内） 

ば ぁ ー す で い 港北区小机町 3302－5（日産スタジアム内） 

愛 あ い 
磯子区滝頭 1-2-1（横浜市立脳卒中・神経脊髄センタ

ー内） 

の げ や ま 西区老松町１（中央図書館レストラン棟内） 

ク レ ヨ ン 保土ケ谷区川辺町５－11（かるがも内） 

エイチバイスリー 

（H×3）桜木町店 
中区桜木町 1－1（健康福祉総合センター10F） 

しゅしゅセンター南 都筑区茅ケ崎中央 32－1（都筑区総合庁舎内） 

キュービック 港北区鳥山町 1752（横浜ラポール２階） 

  

障害者を雇用し、民間企業への一般就労を促進するふれあいショップに対して、雇用契約に基づく

勤務時間に応じ、協力奨励金を一人につき原則３年間交付しました。 

全対象者数 ５人（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

(ｳ) ＪＲ関内駅北口施設 

障害者の雇用の場を創出し、障害者就労に関して市民や企業等の理解を促進する啓発活動を行う

拠点を整備するための、基本・実施設計を実施しました。 

(ｴ) 新市庁舎整備に伴う店舗設置 

障害理解の啓発及び障害者の社会参加促進を目的としたふれあいショップを新市庁舎に新規設置

するにあたって、運営事業者公募の準備を進めました。 
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